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明 細 書

発明の名称 ：燃料電池

技術分野

[0001 ] 本発明は、燃料電池に関する。

背景技術

[0002] 燃料電池には、 2 つの電極の間に電解質膜を接合 してなる膜電極接合体 （M

embrane Elect rode Assemb l y 以下、 「M E A 」ともいう）を備えるものが

ある。このような燃料電池には、電解質膜を挟持する 2 つの電極の大きさが

異なるもの、すなわち、小さい方の電極の周縁が、大きい方の電極および電

解質膜の各周縁よりも、各層の面方向に沿った内側に配置されているものが

提案されている （例えば、特許文献 1 を参照）。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 2 2 5 4 8 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 電解質膜の損傷を防止する観点からすると、電解質膜における応力集中の

発生を回避することが望ましいが、電解質膜を挟持する 2 つの電極の大きさ

が異なる場合、電解質膜における小さい方の電極の周縁に沿つた部位に応力

集中が発生 し易いという問題があつた。

[0005] 本発明は、上記 した課題を踏まえ、燃料電池の耐久性を向上させることが

できる技術を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたもので

あり、以下の形態または適用例として実現することが可能である。

[0007] 適用例 1 ) 適用例 1 の燃料電池は、電解質膜と、前記電解質膜の一方の面

に接合された第 1 電極と、前記電解質膜における前記一方の面とは異なる他



方の面に接合された第 2 電極とを備え、前記第 1 電極の周縁の少なくとも一

部である第 1 周縁部は、前記電解質膜および前記第 2 電極の各周縁よりも、

前記第 1 電極の面方向に沿った内側に配置されており、更に、前記電解質膜

における前記第 1 周縁部に沿った部位への応力集中を抑制する応力抑制構造

を備えることを特徴とする。この適用例によれば、電解質膜における応力集

中を抑制することができる。その結果、燃料電池の耐久性を向上させること

ができる。

[0008] 適用例 2 ) 前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記電解質膜の前記第

1 電極側、かつ前記第 1 周縁部よりも前記面方向に沿った外側に、前記電解

質膜よりも横弾性係数が小さい弾性部材を圧接 した構造であっても良い。こ

の適用例によれば、弾性部材が面方向に弾性変形 して、面方向に沿った電解

質膜の移動を許容することによって、電解質膜の応力集中を抑制することが

できる。

[0009] 適用例 3 ) 前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記電解質膜と前記第

2 電極との間の接合強度を、前記第 1 周縁部よりも前記面方向に沿った内側

よりも、前記第 1 周縁部よりも前記面方向に沿った外側で小さくした構造で

あっても良い。この適用例によれば、電解質膜と第 2 電極との間の接合強度

が比較的に小さい第 1 周縁部の外側において、電解質膜と第 2 電極とが相対

的にずれることによって、電解質膜の応力集中を抑制することができる。

[001 0] 適用例 4 ) 上述の適用例において、前記電解質膜と前記第 2 電極との間は

、前記第 1 周縁部よりも前記面方向に沿った内側において相互に接合されて

いると共に、前記第 1 周縁部よりも前記面方向に沿った外側において相互に

非接合であるとしても良い。この適用例によれば、電解質膜と第 2 電極との

間の接合強度を第 1 周縁部の内側よりも第 1 周縁部の外側で小さくした構造

を容易に実現することができる。

[001 1] 適用例 5 ) 前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記第 1 電極の前記第

周縁部が磁性を有すると共に、前記第 1 周縁部との間に斥力を発生させる

磁性体を、前記第 2 電極における前記電解質膜に接合される側に対する反対



側に配置 した構造であっても良い。この適用例によれば、斥力によって第 1

周縁部から電解質膜が受ける押圧力が緩和されることによって、電解質膜の

応力集中を抑制することができる。

[001 2] 適用例 6 ) 前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記第 1 電極の前記第

周縁部が磁性を有すると共に、前記第 1 周縁部との間に引力を発生させる

磁性体を、前記第 1 電極における前記電解質膜に接合される側に対する反対

側に配置 した構造であっても良い。この適用例によれば、引力によって第 1

周縁部から電解質膜が受ける押圧力が緩和されることによって、電解質膜の

応力集中を抑制することができる。

[001 3] 適用例 7 ) 前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記第 1 周縁部の形状

に合わせて、前記電解質膜および前記第 2 電極を前記第 1 電極側へと予め折

り曲げた構造であっても良い。この適用例によれば、電解質膜に対 して第 1

電極および第 2 電極を押 し付ける前後における電解質膜の変形が緩和される

ことによって、電解質膜の応力集中を抑制することができる。

[0014] 適用例 8 ) 前記第 2 電極は、前記電解質膜に対 して接合される側の面であ

る一方の電極面と、前記一方の電極面に対する反対側の面である他方の電極

面とを有 し、前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記一方の電極面より

も前記他方の電極面の方を軟 らかくした構造であるとしても良い。この適用

例によれば、第 2 電極において一方の電極面よりも他方の電極面が比較的に

大きく変形 して、電解質膜の変形が緩和されることによって、電解質膜の応

力集中を抑制することができる。

[001 5] 適用例 9 ) 前記第 2 電極は、前記電解質膜に対 して接合される側の面であ

る一方の電極面と、前記一方の電極面に対する反対側の面である他方の電極

面とを有 し、前記応力抑制構造の少なくとも一部は、前記第 2 電極を前記電

解質膜へと押圧する押圧部材に合わせた形状で、前記他方の電極面の一部を

掘 り下げた掘 り下げ部を、前記第 2 電極に予め成形 した構造であるとしても

良い。この適用例によれば、押圧部材による第 2 電極を介 した電解質膜の変

形が緩和されることによって、電解質膜の応力集中を抑制することができる



[001 6] 適用例 1 0 ) 前記応力抑制構造の少な くとも一部は、前記第 1 電極の剛性

を前記第 2 電極の剛性よりも小さくした構造であっても良い。 この適用例に

よれば、第 1 電極が第 2 電極よりも大きく変形 して電解質膜の変形が緩和さ

れることによって、電解質膜の応力集中を抑制することができる。

[001 7 ] 適用例 1 1 ) 前記応力抑制構造の少な くとも一部は、前記第 2 電極の剛性

を前記第 1 電極の剛性よりも小さくした構造であっても良い。 この適用例に

よれば、第 2 電極が第 1 電極よりも大きく変形 して電解質膜の変形が緩和さ

れることによって、電解質膜の応力集中を抑制することができる。

[001 8 ] 本発明の形態は、燃料電池に限るものではな く、例えば、燃料電池の電力

を利用 して走行する車両、燃料電池の電力を供給する発電システム、燃料電

池の製造方法などの種々の形態に適用することも可能である。また、本発明

は、前述の形態に何 ら限定されるものではな く、本発明の趣旨を逸脱 しない

範囲内において様々な形態で実施 し得ることは勿論である。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1] 第 1 実施形態における燃料電池の断面構成を示す説明図である。

[ 図2] 第 1 実施形態におけるM E A の全体構成を示す説明図である。

[ 図3] 第 1 実施形態における電解質膜の横弾性係数 と弾性部材の横弾性係数 と

の関係を示す説明図である。

[ 図4] 第 2 実施形態における燃料電池の断面構成を示す説明図である。

[ 図5] 第 2 実施形態における電解質膜の引張強度 と接合強度 との関係を示す説

明図である。

[ 図6] 第 3 実施形態における燃料電池の断面構造を示す説明図である。

[ 図7] 第 4 実施形態における燃料電池の断面構造を示す説明図である。

[ 図8] 第 5 実施形態におけるM E A の断面構成を示す説明図である。

[ 図9] 第 6 実施形態におけるM E A の断面構成を示す説明図である。

[ 図 10] 第 7 実施形態におけるM E A の断面構成を示す説明図である。

[ 図 11] 第 8 実施形態における燃料電池の断面構成を示す説明図である。



[ 図 12 ] 第 9 実施形態における燃料電池の断面構成を示す説明図である。

発明を実施するための形態

[0020] 以上説明 した本発明の構成および作用を一層明 らかにするために、以下本

発明を適用 した燃料電池について説明する。

[0021 ] A . 第 1 実施形態 ：

図 1 は、第 1 実施形態における燃料電池 1 0 の断面構成を示す説明図であ

る。燃料電池 1 0 は、反応ガスを用いて電気化学的に発電する装置である。

本実施例では、燃料電池 1 0 は、固体高分子型の燃料電池である。本実施形

態では、燃料電池 1 0 は、反応ガスとして、水素を含有する燃料ガスと、酸

素を含有する酸化ガスとを用いる。

[0022] 燃料電池 1 0 は、複数のセル 1 5 を備 え る。 セル 1 5 は、反応ガスか ら直

接的に電気を取 り出す電気化学反応を行 う単電池である。燃料電池 1 0 にお

いて、複数のセル 1 5 は、相互に積層されている。

[0023] 本実施形態の説明では、燃料電池 1 0 において複数のセル 1 5 が積層され

ている方向を 「積層方向 D s 」 といい、積層方向 D s に直交するセル 1 5 の

面に沿 った方向を 「面方向 D p 」という。本実施形態の説明では、面方向 D

p のうち、セル 1 5 の中心に向かう方向を 「面方向 D p に沿 った内側」とい

し、、その逆方向を 「面方向 D p に沿 った外側」という。

[0024] 燃料電池 1 0 のセル 1 5 は、膜電極接合体 （M E A ) 2 0 と、アノー ドセ

パ レ一タ 6 1 0 と、カソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 とを備える。セル 1 5 におい

て、 M E A 2 0 は、アノー ドセパ レ一タ 6 1 0 と力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0

との間に挟持されている。

[0025] セル 1 5 のァノ一 ドセパ レ一タ 6 0 およびカソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 は

、 M E A 2 0 で発生する電気の集電に十分な導電性を有すると共に、 M E A

2 0 に対する反応ガスの供給に十分な耐久性、耐熱性およびガス不透過性を

有する材料で形成されている。本実施形態では、アノー ドセパ レ一タ 6 1 0

および力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0 の材料は、力一ボン樹脂であるが、他の実

施形態では、例えば、ステ ン レス、 チ タ ン、 チ タ ン合金、導電性セ ラ ミ ック



スであっても良い。

[0026] 本実施形態では、アノー ドセパ レ一タ 6 1 0 および力ソー ドセパ レ一タ 6

2 0 は、それぞれ別々に構成されている。他の実施形態において、隣接する

2 つのセル 1 5 において、一方のセル 1 5 のァノ一 ドセパ レ一タ 6 1 0 と、

他方のセル 1 5 のカソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 とを一体的に構成 しても良い。

[0027] 本実施形態では、アノー ドセパ レ一タ 6 1 0 はM E A 2 0 に当接 している

が、他の実施形態では、ァノ一 ド拡散層 4 3 0 とアノー ドセパ レ一タ 6 1 0

との間に燃料ガスを流す流路を形成 しても良い。

[0028] 本実施形態では、力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0 はM E A 2 0 に当接 している

が、他の実施形態では、カソ一 ド拡散層 5 3 0 と力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0

との間に酸化ガスを流す流路を形成 しても良い。

[0029] 図 2 は、第 1 実施形態におけるM E A 2 0 の全体構成を示す説明図である

。図 2 に示すM E A 2 0 は、 ァノ一 ドセパ レ一タ 6 0 とカソ一 ドセパ レ一

タ 6 2 0 との間に挟持する前の状態である。図 2 ( A ) には、側面か ら見た

M E A 2 0 を図示 した。図 2 ( B ) には、力ソー ド側か ら見たM E A 2 0 を

図示 した。 M E A 2 0 は、電解質膜 3 0 と、 アノー ド電極 4 0 と、 力ソー ド

電極 5 0 とを備える。

[0030] M E A 2 0 の電解質膜 3 0 は、 プロ トン伝導性を有する膜状のプロ トン伝

導体である。本実施形態では、電解質膜 3 0 は、 アイオノマ樹脂を用いたパ

—フル才ロスルホン酸イオン交換膜である。

[0031 ] 電解質膜 3 0 は、電解質膜 3 0 における一方の面であるアノー ド面 3 1 と

、電解質膜 3 0 における他方の面である力ソー ド面 3 2 と、電解質膜 3 0 の

周縁である周縁面 3 8 とを有する。電解質膜 3 0 のアノー ド面 3 1 には、ァ

ノー ド電極 4 0 が接合されている。電解質膜 3 0 の力ソー ド面 3 2 には、力

ソー ド電極 5 0 が接合されている。本実施形態では、電解質膜 3 0 は矩形状

の膜であ り、アノー ド面 3 1 および力ソー ド面 3 2 は矩形状であ り、周縁面

3 8 はァノ一 ド面 3 およびカソ一 ド面 3 2 の各面における4 つの辺を構成

する。



[0032] M E A 2 0 のアノー ド電極 4 0 は、図 1 に示すように、アノー ド触媒層 4

1 0 と、アノー ド拡散層 4 3 0 とを含む。電解質膜 3 0 のアノー ド面 3 に

は、アノー ド触媒層 4 1 0 、アノー ド拡散層 4 3 0 の順に積層 してアノー ド

電極 4 0 が形成されている。

[0033] M E A 2 0 の力ソー ド電極 5 0 は、図 1 に示すように、力ソー ド触媒層 5

1 0 と、力ソー ド拡散層 5 3 0 とを含む。電解質膜 3 0 の力ソー ド面 3 2 に

は、力ソー ド触媒層 5 1 0 、力ソー ド拡散層 5 3 0 の順に積層 して力ソー ド

電極 5 0 が形成されている。

[0034] ァノ一 ド触媒層 4 1 0 およびカソ一 ド触媒層 5 1 0 は、ガス透過性および

導電性を有する材料で形成されており、その材料には、水素と酸素との電気

化学反応を促進させる触媒 （例えば、白金、白金合金）が担持されている。

本実施形態では、ァノ一 ド触媒層 4 1 0 およびカソ一 ド触媒層 5 1 0 は、白

金系触媒を担持 した炭素担体で形成されている。

[0035] ァノ一 ド拡散層 4 3 0 およびカソ一 ド拡散層 5 3 0 は、ガス透過性および

導電性を有する材料で形成されている。アノー ド拡散層 4 3 0 およびカソ一

ド拡散層 5 3 0 の材料には、例えば、力一ボン製の多孔体である力一ボンク

ロスや力一ボンぺ一パを用いることができる。

[0036] アノー ド電極 4 0 は、アノー ド電極 4 0 における一方の面である電極面 4

1 と、アノー ド電極 4 0 における他方の面である電極面 4 2 と、アノー ド電

極 4 0 の周縁である周縁面 4 8 とを有する。ァノ一 ド電極 4 0 の電極面 4

は、電解質膜 3 0 のアノー ド面 3 1 に接合されている。本実施形態では、図

2 に示すように、アノー ド電極 4 0 は、電解質膜 3 0 と同 じ大きさの矩形状

の電極であり、電極面 4 ，4 2 は矩形状であり、周縁面 4 8 は電極面 4

，4 2 の各面における4 つの辺を構成する。他の実施形態において、ァノ一

ド電極 4 0 の大きさは、電解質膜 3 0 よりも大きくても良いし、小さくても

良い。

[0037] 力ソー ド電極 5 0 は、力ソー ド電極 5 0 における一方の面である電極面 5

1 と、力ソー ド電極 5 0 における他方の面である電極面 5 2 と、力ソー ド電



極 5 0 の周縁である周縁面 4 8 とを有する。 カソ一 ド電極 5 0 の電極面 5

は、電解質膜 3 0 の力ソー ド面 3 2 に接合されている。本実施形態では、図

2 に示すように、 力ソー ド電極 5 0 は、電解質膜 3 0 およびアノー ド電極 4

0 よりも小さな矩形状の電極であ り、電極面 5 1 ， 5 2 は矩形状であ り、周

縁面 5 8 は電極面 5 ， 5 2 の各面における4 つの辺を構成する。

[0038] 本実施形態では、 力ソー ド電極 5 0 は、電解質膜 3 0 の一方の面に接合さ

れた第 1 電極であ り、 力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 は、第 1 電極の周縁の

少な くとも一部である第 1 周縁部である。本実施形態では、燃料電池 1 0 に

おける面方向 D p は、 カソ一 ド電極 5 0 の電極面 5 ， 5 2 に沿 った方向で

もある。本実施形態では、 アノー ド電極 4 0 は、電解質膜 3 0 の他方の面に

接合され、第 1 電極 よりも大 きな第 2 電極である。

[0039] 本実施形態では、 カソ一 ド電極 5 0 の面方向 D に沿 つた大 きさが電解質

膜 3 0 およびアノー ド電極 4 0 よりも小さいことか ら、図 1 および図 2 に示

すように、 力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 は、電解質膜 3 0 の周縁面 3 8 お

よびアノー ド電極 4 0 の周縁面 4 8 よりも面方向 D に沿 つた内側 に配置さ

れている。

[0040] 図 1 に示すように、本実施形態では、燃料電池 1 0 のセル 1 5 は、 M E A

2 0 ，アノー ドセパ レ一タ 6 1 0 および力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0 の他、板

状部材 6 3 0 と、弾性部材 6 4 0 とを備える。

[0041 ] セル 1 5 の板状部材 6 3 0 は、シー リングプレー トやシー リングシ一 卜と

も呼ばれる金属 （例えば、 アル ミニウム、ステ ンレスなど）製の板である。

板状部材 6 3 0 は、 カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向 D に沿 つ

た外側 に、 アノー ド電極 4 0 の電極面 4 2 とアノー ドセパ レ一タ 6 1 0 との

間か ら、弾性部材 6 4 0 とアノー ドセパ レ一タ 6 1 0 との間にわたって、積

層されている。板状部材 6 3 0 は、 アノー ド電極 4 0 とアノー ドセパ レ一タ

6 0 との間を密閉すると共に、 ァノ一 ド電極 4 0 の電極面 4 2 側への弾性

部材 6 4 0 の侵入を防止する。他の実施形態において、 アノー ドセパ レ一タ

6 1 0 をアノー ド電極 4 0 側 に突出させることによって、板状部材 6 3 0 を



別部材として設けることなく、アノー ド電極 4 0 とアノー ドセパ レ一タ6

0 との間を密閉 しても良い。

[0042] 板状部材 6 3 0 は、アノー ド電極 4 0 の電極面 4 2 を電解質膜 3 0 へと押

圧する押圧部材でもある。アノー ド電極 4 0 が板状部材 6 3 0 によって押圧

されることによって、電解質膜 3 0 には、力ソー ド電極 5 0 側へと変形 した

変形部 3 5 が、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 に沿つて形成されている。

[0043] セル 1 5 の弾性部材 6 4 0 は、樹脂材料からなる部材である。弾性部材 6

4 0 は、電解質膜 3 0 の力ソー ド電極 5 0 側、かつ、カソ一 ド電極 5 0 の周

縁面 5 8 よりも面方向D p に沿った外側に形成されており、電解質膜 3 0 の

力ソー ド面 3 2 に圧接されている。本実施形態では、弾性部材 6 4 0 は、更

に、電解質膜 3 0 の周縁面 3 8 、アノー ド電極 4 0 の周縁面 4 8 および板状

部材 6 3 0 にまでわたって形成されている。

[0044] 本実施形態では、弾性部材 6 4 0 は、M E A 2 0 に対 して樹脂材料を射出

成形することによって形成されている。他の実施形態において、弾性部材 6

4 0 は、M E A 2 0 とは別に形成 しても良いし、M E A 2 0 を挟んだァノ一

ドセパ レ一タ6 1 0 とカソ一 ドセパ レ一タ6 2 0 との間に、接着性を有する

樹脂材料を注入 し固化させることによって形成 しても良い。

[0045] 図 3 は、第 1実施形態における電解質膜 3 0 の横弾性係数G mと弾性部材

6 4 0 の横弾性係数G e との関係を示す説明図である。図 3 には、横軸に電

解質膜 3 0 の横弾性係数G mをとり、縦軸に弾性部材 6 4 0 の横弾性係数G

e をとつて、両者の関係を図示 した。第 1実施形態では、弾性部材 6 4 0 の

横弾性係数G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数G 山 よ りも小さい。すなわち

、弾性部材 6 4 0 の横弾性係数G e と電解質膜 3 0 の横弾性係数G mとの関

係は、図 3 にハッチングを施 した 「G e < G m」を満たす範囲内にある。

[0046] 図 1 に示すように、電解質膜 3 0 の力ソー ド面 3 2 から力ソー ドセパ レ一

タ6 2 0 にわたる弾性部材 6 4 0 の端面 6 4 8 は、積層方向D s に沿った圧

縮力の増加に伴う電解質膜 3 0 の変形に追従 して、圧縮前における端面 6 4

8 の初期位置 L r から面方向D p に沿った内側へと変位する。



[0047] 以上説明した第 1実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、カソ一 ド電

極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D に沿つた外側における電解質膜 3 0 の

力ソー ド面 3 2 に、電解質膜 3 0 よりも横弾性係数が小さい弾性部材 6 4 0

を圧接 した構造を備える。この第 1実施形態の構造によれば、弾性部材 6 4

0 が面方向D p に弾性変形 して、面方向D p に沿った電解質膜 3 0 の移動を

許容することによって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制することができる。

その結果、燃料電池 1 0 の耐久性を向上させることができる。

[0048] B . 第 2 実施形態 ：

図4 は、第 2 実施形態における燃料電池 1 0 の断面構成を示す説明図であ

る。第 2 実施形態の燃料電池 1 0 は、M E A 2 0 の特性が異なる点を除き、

第 1実施形態と同様である。なお、第 2 実施形態において、弾性部材 6 4 0

の横弾性係数G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数G mよりも小さい方が好ま

しいが、同じでも良いし、大きくても良い。

[0049] 第 2 実施形態におけるM E A 2 0 の特性は、電解質膜 3 0 とアノー ド電極

4 0 との間の接合強度を、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D p

に沿った内側よりも外側で小さくした点を除き、第 1実施形態と同様である

。すなわち、力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D に沿つた外側

における電解質膜 3 0 とアノー ド電極 4 0 との間の接合強度 S J o は、カソ

- ド電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D に沿つた内側における電解質膜

3 0 とアノー ド電極 4 0 との間の接合強度 S J ί よりも小さい。電解質膜 3

0 とアノー ド電極 4 0 との間の接合強度は、接合材料の量や種類、接合条件

(圧力、温度、湿度、処理時間）などを変更することによって変化させるこ

とができる。

[0050] 他の実施形態では、電解質膜 3 0 とァノ一 ド電極 4 0 との間は、力ソー ド

電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D に沿った内側において相互に接合さ

れていると共に、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 よりも面方向D ρ に沿った

外側において相互に非接合であるとしても良い。これによつて、電解質膜 3



0 とァ ノ一 ド電極 4 0 との 間 の接 合 強度 を、 カ ソ一 ド電極 5 0 の周縁 面 5 8

よ りも面 方 向 D p に沿 った 内側 よ りも外側 で小 さ く した構 造 を容 易 に実現 す

る こ とが で きる。

[0051 ] 図 5 は、 第 2 実施 形 態 にお け る電解 質膜 3 0 の 引張 強度 S T と接 合 強度 S

J o との 関係 を示 す説 明 図 で あ る。 図 5 には、 横 軸 に電解 質膜 3 0 の 引張 強

度 S T を と り、 縦 軸 に電解 質膜 3 0 とア ノー ド電極 4 0 との 間 の接 合 強度 S

J o を と つて、 両者 の 関係 を図示 した。 第 2 実施 形 態 で は、 電解 質膜 3 0 と

ア ノー ド電極 4 0 との 間 の接 合 強度 S J o は、 電解 質膜 3 0 の 引張 強度 S T

よ りも小 さい こ とが好 ま しい。 す なわ ち、 接 合 強度 S J o と引張 強度 S 丁と

の 関係 は、 図 5 にハ ッチ ングを施 した 「S J o < S 丁」 を満 た す範 囲 内 にあ

る こ とが好 ま しい。

[0052] 以 上 説 明 した第 2 実施 形 態 の燃 料 電池 1 0 は、 電解 質膜 3 0 の変形 部 3 5

へ の応 力集 中 を抑 制 す る応 力抑 制 構 造 の 少 な くとも一部 と して、 カ ソ一 ド電

極 5 0 の周縁 面 5 8 よ りも面 方 向 D に沿 つた外側 にお け る電解 質膜 3 0 と

ァ ノ一 ド電極 4 0 との 間 の接 合 強度 S J o を、 カ ソ一 ド電極 5 0 の周縁 面 5

8 よ りも面 方 向 D に沿 つた 内側 にお け る電解 質膜 3 0 とア ノー ド電極 4 0

との 間 の接 合 強度 S J ί よ り小 さ く した構 造 を備 え る。 この第 2 実施 形 態 の

構 造 に よれ ば、 カ ソ一 ド電極 5 0 の周縁 面 5 8 よ りも面 方 向 D に沿 つた外

側 にお いて、 電解 質膜 3 0 とア ノー ド電極 4 0 とが相 対 的 にずれ る こ とに よ

つて、 電解 質膜 3 0 の応 力集 中 を抑 制 す る こ とが で きる。 その結 果、 燃 料 電

池 1 0 の耐 久性 を向上 させ る こ とが で きる。

[0053] C . 第 3 実施 形 態 ：

図 6 は、 第 3 実施 形 態 にお け る燃 料 電池 1 0 の断面構 造 を示 す説 明 図 で あ

る。 第 3 実施 形 態 の燃 料 電池 1 0 は、 カ ソ一 ド電極 5 0 の周縁 面 5 8 が磁 性

を有 す る点、 力 ソー ド電極 5 0 の周縁 面 5 8 との 間 に斥 力 F r p を発 生 させ

る磁 性 体 を ア ノー ド電極 4 0 の電極 面 4 2 側 に配 置 した点、 力 ソー ド電極 5

0 の周縁 面 5 8 とカ ソ一 ドセパ レ一 タ 6 2 0 との 間 に空 間 が設 け られ て い る

点 を除 き、 第 1 実施 形 態 と同様 で あ る。 な お、 第 3 実施 形 態 にお いて、 弾性



部材 6 4 0 の横弾性係数G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数G mよりも小さ

い方が好ましいが、同 じでも良いし、大きくても良い。

[0054] 第 3 実施形態では、力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 は磁性を有する。本実

施形態では、力ソー ド電極 5 0 のカソ一 ド拡散層 5 3 0 の全域に磁性を付与

することによって、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 に磁性を持たせている。

他の実施形態において、周縁面 5 8 周辺におけるカソ一 ド拡散層 5 3 0 の一

部分に磁性を付与することによって、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 に磁性

を持たせても良い。

[0055] 本実施形態では、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 との間に斥力 F r p を発

生させる磁性体は、アノー ド電極 4 0 の電極面 4 2 側に積層されている板状

部材 6 3 0 である。本実施形態では、板状部材 6 3 0 における面方向D p に

沿った内側に、カソ一 ド電極 5 0 とは異なる極性の磁性を付与することによ

つて、板状部材 6 3 0 に磁性を持たせている。

[0056] 他の実施形態において、板状部材 6 3 0 の全域にカソ一 ド電極 5 0 とは異

なる極性の磁性を付与することによって、板状部材 6 3 0 に磁性を持たせて

も良い。他の実施形態において、板状部材 6 3 0 に磁性を持たせるのではな

く、アノー ドセパ レ一タ6 1 0 に磁性を持たせても良いし、板状部材 6 3 0

やアノー ドセパ レ一タ6 1 0 とは別に、斥力 F r p を発生させる磁性体を、

ァノ一 ド電極 4 0 の電極面 4 2 側に配置 しても良い。

[0057] 本実施形態では、力ソー ド電極 5 0 と力ソー ドセパ レ一タ6 2 0 との間に

は、酸化ガスを流す流路を形成するガス流路部材 6 5 0 が設けられている。

ガス流路部材 6 5 0 の大きさは、カソ一 ド電極 5 0 よりも小さいため、力ソ

- ド電極 5 0 の周縁面 5 8 とカソ一 ドセパ レ一タ6 2 0 との間には空間が形

成されている。本実施形態では、ガス流路部材 6 5 0 は、導電性を有する発

泡金属による多孔体であるが、他の実施形態において、力一ボン焼結体によ

る多孔体であっても良いし、エキスパン ドメタルやパンチングメタルであつ

ても良い。

[0058] 以上説明 した第 3 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5



への応力集中を抑制する応力抑制構造の少な くとも一部 と して、 カソ一 ド電

極 5 0 の周縁面 5 8 が磁性 を有すると共に、 カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8

との間に斥力 F r p を発生させる磁性体である板状部材 6 3 0 を、 アノー ド

電極 4 0 の電極面 4 側 に配置 した構造を備える。 この第 3 実施形態の構造

によれば、斥力 F r p によって力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 か ら電解質膜

3 0 が受ける押圧力が緩和されることによって、電解質膜 3 0 の応力集中を

抑制することができる。その結果、燃料電池 1 0 の耐久性 を向上させること

ができる。

[0059] D . 第 4 実施形態 ：

図 7 は、第 4 実施形態における燃料電池 1 0 の断面構造を示す説明図であ

る。第 4 実施形態の燃料電池 1 0 は、 カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 との間

に引力 F a t を発生させる磁性体をカソ一 ド電極 5 0 の電極面 5 2 側 に配置

した点を除 き、第 3 実施形態 と同様である。なお、第 4 実施形態において、

カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 との間に斥力 F r p を発生させる磁性体をァ

ノ一 ド電極 4 0 の電極面 4 2 側 に配置することが好ま しいが、 このような斥

力 F r p を発生させる磁性体を設けな くても良い。

[0060] 本実施形態では、 力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 との間に引力 F a t を発

生させる磁性体は、 カソ一 ド電極 5 0 の電極面 5 2 側 に配置されているカソ

— ドセパ レ一タ 6 2 0 である。本実施形態では、 力ソー ド電極 5 0 の電極面

5 2 に対向するカソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 の一部分に、 カソ一 ド電極 5 0 と

は同 じ極性の磁性 を付与することによって、 カソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 に磁

性 を持たせている。

[0061 ] 他 の実施形態において、 力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0 の全域 に、 力ソー ド電

極 5 0 とは同 じ極性の磁性 を付与することによって、 カソ一 ドセパ レ一タ 6

2 0 に磁性 を持たせても良い。他の実施形態において、 力ソー ドセパ レ一タ

6 2 0 に磁性 を持たせるのではな く、 カソ一 ドセパ レ一タ 6 2 0 とは別に、

斥力 F r p を発生させる磁性体を、 カソ一 ド電極 5 0 の電極面 5 2 側 に配置

しても良い。



[0062] 以上説明 した第4 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、カソ一 ド電

極 5 0 の周縁面 5 8 が磁性を有すると共に、カソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8

との間に引力 F a t を発生させる磁性体であるカソ一 ドセパ レ一タ6 2 0 を

カソ一 ド電極 5 0 の電極面 5 2 側に配置 した構造を備える。この第4 実施形

態の構造によれば、引力 F a t によってカソ一 ド電極 5 0 の周縁面 5 8 から

電解質膜 3 0 が受ける押圧力が緩和されることによって、電解質膜 3 0 の応

力集中を抑制することができる。その結果、燃料電池 1 0 の耐久性を向上さ

せることができる。

[0063] E . 第 5 実施形態 ：

図 8 は、第 5 実施形態におけるM E A 2 0 の断面構成を示す説明図である

。第 5 実施形態の燃料電池 1 0 は、M E A 2 0 の構成が異なる点を除き、第

1実施形態と同様である。なお、第 5 実施形態において、弾性部材 6 4 0 の

横弾性係数G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数G mよりも小さい方が好まし

いが、同 じでも良いし、大きくても良い。

[0064] 第 5 実施形態のM E A 2 0 では、電解質膜 3 0 およびアノー ド電極 4 0 が

、力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 の形状に合わせてカソ一 ド電極 5 0 側へと

予め折り曲げられている。すなわち、第 5 実施形態では、M E A 2 0 をァノ

- ドセパ レ一タ6 0 とカソ一 ドセパ レ一タ6 2 0 との間に挟持する前に、

M E A 2 0 には変形部 3 5 が形成されている。

[0065] 以上説明 した第 5 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、カソ一 ド電

極 5 0 の周縁面 5 8 の形状に合わせて、電解質膜 3 0 およびアノー ド電極 4

0 を力ソー ド電極 5 0 側へと予め折り曲げた構造を備える。この第 5 実施形

態の構造によれば、電解質膜 3 0 に対 してアノー ド電極 4 0 および力ソー ド

電極 5 0 を押 し付ける前後における電解質膜 3 0 の変形が緩和されることに

よって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制することができる。その結果、燃料

電池 1 0 の耐久性を向上させることができる。



[0066] F . 第 6 実施形態 ：

図 9 は、第 6 実施形態におけるM E A 2 0 の断面構成を示す説明図である

。第 6 実施形態の燃料電池 1 0 は、M E A 2 0 の構成が異なる点を除き、第

1実施形態と同様である。なお、第 6 実施形態において、弾性部材 6 4 0 の

横弾性係数G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数G mよりも小さい方が好まし

いが、同 じでも良いし、大きくても良い。

[0067] 第 6 実施形態のM E A 2 0 では、アノー ド電極 4 0 の電極面 4 2 は、ァノ

- ド電極 4 0 の電極面 4 1 よりも軟 らかい。本実施形態では、アノー ド拡散

層 4 3 0 における電極面 4 2 側の縦弾性係数 E s f t を、アノー ド拡散層 4

3 0 における電極面 4 側の縦弾性係数 E h r d よりも小さくすることによ

つて、電極面 4 1 よりも電極面 4 の方が軟 らかいアノー ド電極 4 0 が形成

されている。アノー ド拡散層 4 3 0 の硬さは、構成材料の種類、密度などを

変更することによって変化させることができる。

[0068] 本実施形態では、アノー ド拡散層 4 3 0 は、縦弾性係数 E s f t の層と、

縦弾性係数 E h r d の層との 2 層構造を有する。他の実施形態において、ァ

ノー ド拡散層 4 3 0 は、 3 種類以上の異なる縦弾性係数の層からなる構造を

有 しても良いし、電極面 4 1側から電極面 4 2 に向けて徐々に軟 らかくなる

構造を有 していても良い。

[0069] 以上説明 した第 6 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、アノー ド電

極 4 0 の電極面 4 2 を電極面 4 よりも軟 らかくした構造を備える。この第

6 実施形態の構造によれば、アノー ド電極 4 0 において電極面 4 よりも電

極面 4 2 が比較的に大きく変形 して、電解質膜 3 0 の変形が緩和されること

によって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制することができる。その結果、燃

料電池 1 0 の耐久性を向上させることができる。

[0070] G . 第 7 実施形態 ：

図 1 0 は、第 7 実施形態におけるM E A 2 0 の断面構成を示す説明図であ

る。第 7 実施形態の燃料電池 1 0 は、M E A 2 0 の構成が異なる点を除き、



第 1 実施形態 と同様である。なお、第 7 実施形態において、弾性部材 6 4 0

の横弾性係数 G e は、電解質膜 3 0 の横弾性係数 G m よりも小さい方が好ま

しいが、同 じでも良い し、大 きくても良い。

[0071 ] 第 7 実施形態のM E A 2 0 では、 アノー ド電極 4 0 を電解質膜 3 0 へ と押

圧する押圧部材である板状部材 6 3 0 に合わせた形状で、 ァノ一 ド電極 4 0

の電極面 4 2 を掘 り下げた掘 り下げ部 4 9 が、 ァノ一 ド電極 4 0 に予め成形

されている。すなわち、第 7 実施形態では、 M E A 2 0 をアノー ドセパ レ一

タ 6 0 と力ソー ドセパ レ一タ 6 2 0 との間に挟持する前 に、 M E A 2 0 に

は掘 り下げ部 4 9 が形成 されている。本実施形態では、 アノー ド電極 4 0 の

電極面 4 2 を切削することによって掘 り下げ部 4 9 が形成 されている。

[0072] 以上説明 した第 7 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少な くとも一部 と して、押圧部材で

ある板状部材 6 3 0 に合わせた形状で電極面 4 2 を掘 り下げた掘 り下げ部 4

9 をアノー ド電極 4 0 に予め成形 した構造を備える。 この第 7 実施形態の構

造によれば、板状部材 6 3 0 によるアノー ド電極 4 0 を介 した電解質膜 3 0

の変形が緩和されることによって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制すること

ができる。その結果、燃料電池 1 0 の耐久性 を向上させることができる。

[0073] H . 第 8 実施形態 ：

図 1 1 は、第 8 実施形態における燃料電池 1 0 の断面構成 を示す説明図で

ある。第 8 実施形態の燃料電池 1 0 は、 アノー ド電極 4 0 の剛性 よりもカソ

— ド電極 5 0 の剛性 を小さ くした点を除 き、第 1 実施形態 と同様である。な

お、第 8 実施形態において、弾性部材 6 4 0 の横弾性係数 G e は、電解質膜

3 0 の横弾性係数 G m よりも小さい方が好ま しいが、同 じでも良い し、大 き

くても良い。

[0074] 第 8 実施形態では、 ァノ一 ド拡散層 4 3 0 の剛性率 G a よりもカソ一 ド拡

散層 5 3 0 の剛性率 G c を小さ くすることによって、 ァノ一 ド電極 4 0 の剛

性 よりも力ソー ド電極 5 0 の剛性 を小さ くしている。 アノー ド拡散層 4 3 0

および力ソー ド拡散層 5 3 0 の剛性率は、構成材料の種類、密度などを変更



することによって変化させることができる。第 8 実施形態では、アノー ド電

極 4 0 の剛性よりもカソ一 ド電極 5 0 の剛性が小さいため、図 1 1 に示すよ

うに、アノー ド電極 4 0 よりもカソ一 ド電極 5 0 が大きく積層方向D s に圧

縮される。

[0075] 以上説明 した第 8 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、アノー ド拡

散層 4 3 0 の剛性率G a よりもカソ一 ド拡散層 5 3 0 の剛性率G c を小さく

した構造を備える。この第 8 実施形態の構造によれば、アノー ド電極 4 0 よ

りもカソ一 ド電極 5 0 が大きく変形 して電解質膜 3 0 の変形が緩和されるこ

とによって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制することができる。その結果、

燃料電池 1 0 の耐久性を向上させることができる。

[0076] I . 第 9 実施形態 ：

図 1 2 は、第 9 実施形態における燃料電池 1 0 の断面構成を示す説明図で

ある。第 9 実施形態の燃料電池 1 0 は、アノー ド電極 4 0 の剛性を力ソー ド

電極 5 0 の剛性よりも小さくした点を除き、第 1実施形態と同様である。な

お、第 9 実施形態において、弾性部材 6 4 0 の横弾性係数G e は、電解質膜

3 0 の横弾性係数G mよりも小さい方が好ましいが、同 じでも良いし、大き

くても良い。

[0077] 第 9 実施形態では、アノー ド拡散層 4 3 0 の剛性率G a をカソ一 ド拡散層

5 3 0 の剛性率G c よりも小さくすることによって、ァノ一 ド電極 4 0 の剛

性を力ソー ド電極 5 0 の剛性よりも小さくしている。アノー ド拡散層 4 3 0

および力ソー ド拡散層 5 3 0 の剛性率は、構成材料の種類、密度などを変更

することによって変化させることができる。第 9 実施形態では、アノー ド電

極 4 0 の剛性が力ソ一 ド電極 5 0 の剛性よりも小さいため、図 1 2 に示すよ

うに、アノー ド電極 4 0 がカソ一 ド電極 5 0 よりも大きく積層方向D s に圧

縮される。

[0078] 以上説明 した第 9 実施形態の燃料電池 1 0 は、電解質膜 3 0 の変形部 3 5

への応力集中を抑制する応力抑制構造の少なくとも一部として、アノー ド拡



散層 4 3 0 の剛性率 G a をカソ一 ド拡散層 5 3 0 の剛性率 G c よりも小さ く

した構造を備える。 この第 9 実施形態の構造によれば、 アノー ド電極 4 0 が

カソ一 ド電極 5 0 よりも大 きく変形 して電解質膜 3 0 の変形が緩和されるこ

とによって、電解質膜 3 0 の応力集中を抑制することができる。その結果、

燃料電池 1 0 の耐久性 を向上させることができる。

[0079] J . 他の実施形態 ：

以上、本発明の実施形態について説明 したが、本発明はこう した実施形態

に何 ら限定されるものではな く、本発明の趣 旨を逸脱 しない範囲内において

様 々な形態で実施 し得 ることは勿論である。

[0080] 例 えば、上述 した実施形態では、 アノー ド電極 4 0 よりも力ソー ド電極 5

0 の方が小さい燃料電池について説明 したが、他の実施形態において、 ァノ

- ド電極 4 0 の方が力ソ一 ド電極 5 0 よりも小さい燃料電池に本発明を適用

しても良い。

[0081 ] また、 力ソー ド電極 5 0 の周縁面 5 8 が、電解質膜 3 0 の周縁面 3 8 およ

びアノー ド電極 4 0 の周縁面 4 8 よりも、面方向 D に沿 つた内側 に配置さ

れている部位の全域 に、上述 した実施形態の応力抑制構造を設ける必要はな

く、少な くとも一部の領域 に、各実施形態の応力抑制構造を設けても良い。

[0082] また、上述 した実施形態における 2 種類以上の応力抑制構造を適宜組み合

わせても良い。

符号の説明

0 . · ·燃料電池

5 -· ·セル

2 0 . •M E A

3 0 . · ·電解質膜

3 · ァノ一 ド面

3 2 -· ·カソ一 ド面

3 5 -· ·変形部

3 8 . 周緣面



ァ ノ一 ド電極

電極面

電極面

周縁

掘 り下げ部

力 ソ一 ド電極

電極面

電極面

周縁

0 ア ノー ド触媒層

0 ア ノー ド拡散層

0 力 ソ一 ド触媒層

0 力 ソ一 ド拡散層

0 ァ ノ一 ドセノ《レー タ

0 力 ソ一 ドセ ノ《レ一 タ

0 板状部材

0 弾性部材

8 き 面

0 ガ ス流路部材



請求の範囲

燃料電池であ って、

電解質膜 と、

前記電解質膜の一方の面 に接合 された第 1 電極 と、

前記電解質膜 における前記一方の面 とは異なる他方の面 に接合 され

た第 2 電極 と

を備 え、

前記第 1 電極 の周縁の少な くとも一部である第 1 周縁部 は、前記電

解質膜 および前記第 2 電極 の各周縁 よ りも、前記第 1 電極 の面方向に

沿 つた内側 に配置 されてお り、

更に、前記電解質膜 における前記第 1 周縁部 に沿 った部位への応力

集中を抑制する応力抑制構造 を備 える燃料電池。

請求項 1 に記載の燃料電池であ って、

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記電解質膜の前記第 1 電

極側、かつ前記第 1 周縁部 よ りも前記面方向に沿 った外側 に、前記電

解質膜 よ りも横弾性係数が小さい弾性部材 を圧接 した構造である、燃

料電池。

請求項 1 または請求項 2 に記載の燃料電池であ つて、

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記電解質膜 と前記第 2 電

極 との間の接合強度 を、前記第 1 周縁部 よ りも前記面方向に沿 った内

側 よ りも、前記第 1 周縁部 よ りも前記面方向に沿 った外側で小さ くし

た構造である、燃料電池。

請求項 3 に記載の燃料電池であ って、

前記電解質膜 と前記第 2 電極 との間は、前記第 1 周縁部 よ りも前記

面方向に沿 った内側 において相互 に接合 されていると共 に、前記第 1

周縁部 よ りも前記面方向に沿 った外側 において相互 に非接合である、

燃料電池。

請求項 1 ない し請求項 4 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ って



前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 1 電極 の前記第 1 周

縁部が磁性 を有すると共 に、前記第 1 周縁部 との間に斥力を発生させ

る磁性体 を、前記第 2 電極 における前記電解質膜 に接合 される側 に対

する反対側 に配置 した構造である、燃料電池。

[ 請求項 6 ] 請求項 1 ない し請求項 5 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ つて

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 1 電極 の前記第 1 周

縁部が磁性 を有すると共 に、前記第 1 周縁部 との間に引力を発生させ

る磁性体 を、前記第 1 電極 における前記電解質膜 に接合 される側 に対

する反対側 に配置 した構造である、燃料電池。

[ 請求項 7 ] 請求項 1 ない し請求項 6 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ つて

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 1 周縁部の形状 に合

わせて、前記電解質膜 および前記第 2 電極 を前記第 1 電極側へ と予め

折 り曲げた構造である、燃料電池。

[ 請求項 8 ] 請求項 1 ない し請求項 7 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ つて

前記第 2 電極 は、

前記電解質膜 に対 して接合 される側の面である一方の電極面 と、

前記一方の電極面 に対する反対側の面である他方の電極面 と

を有 し、

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記一方の電極面 よ りも前

記他方の電極面の方 を軟 らか くした構造である、燃料電池。

[ 請求項 9 ] 請求項 1 ない し請求項 8 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ つて

前記第 2 電極 は、

前記電解質膜 に対 して接合 される側の面である一方の電極面 と、



前記一方の電極面 に対する反対側の面である他方の電極面 と

を有 し、

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 2 電極 を前記電解質

膜へ と押圧する押圧部材 に合わせた形状で、前記他方の電極面の一部

を掘 り下げた掘 り下げ部 を、前記第 2 電極 に予め成形 した構造である

、燃料電池。

[ 請求項 10 ] 請求項 1 ない し請求項 9 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ って

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 1 電極 の剛性 を前記

第 2 電極 の剛性 よ りも小さ くした構造である、燃料電池。

[ 請求項 1 ] 請求項 1 ない し請求項 9 のいずれか一項 に記載の燃料電池であ つて

前記応力抑制構造の少な くとも一部 は、前記第 2 電極 の剛性 を前記

第 1 電極 の剛性 よ りも小さ くした構造である、燃料電池。
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発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. H01M8/02 (2006. 01) i，H01M8/10 (2006. 01) n

B . 一調査 を行 った分 野

調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. H01M8/02, H01M8/10

最小 限資料以外の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

本 国実用新案公 報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本 国公 開実用新案公 報 1 9 7 1 — 2 0 1 2 年
日本 国実用新案登録公 報 1 9 9 6 — 2 0 1 2 年
日本 国登録 実用新案公 報 1 9 9 4 2 0 1 2 年

国際調査 で使 用 した電子デ ー タベ ース （デー タベ ースの名称 、調 査 に使 用 した用語 )

C . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー = 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

X WO 2004/088779 A 1 (本 田技研工業株式会社） 2004· 10· 14， 1

A 明細書第 6 頁第 19-26 行，第 7 頁第 16-20 行，第 8 頁第 4-8 行， 2-1 1

& US 2007/004226 1 A l ， [0037] , [0039] , [004 1] , FIG. 4

X JP 2002-25587 A (本 田技研工業株式会社） 00 2. 0 1. 5 , 1

A [0020] , [0030] , 図 11 2-1 1

& EP 1152477 A2, [0058] , [0075] —[0077] ，FIG. 11

C 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい る。 パ テ ン トファ ミリー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す け 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であつて

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの
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る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの
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国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 6 . 0 3 . 2 0 1 2 1 9 . 0 3 . 2 0 1 2

国際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 4 X 9 3 4 7

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 守安 太郎
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 7 7
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国際調査報告 国際出願番号 P C T Z J P 2 0 0 0 6 8 0 9

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

X JP 2007-66766 A ( 産自動車株式会社） 007. 03. 15, 1
A [0059] , [006 1] , 図 1C ( フ ァ ミ リー なし） 2- 11

JP 2008-130432 A (富士電機ホー ル ディン グ ス株式会社)
2008. 06. 05, [0022] , [0023] , 図 6 ( フ ァ ミ リー なし）

様式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 2 ページの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 0 6 8 0 9

第 Π欄 請 求 の範 囲の一部 の調査 がで きない ときの意 見 （第 1 ぺ ー ジの 2 の続 き）

法 第 8条 第 3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規 定 に よ り、 この 国 際調 査 報 告 は次 の理 由に よ り請 求 の範 囲 の一 部 につ い て作
成 しなか った。

1 . 請 求項 は、 この国際調査機 関が調 査 をす るこ とを要 しない対象 に係 るものであ る。
つ ま り、

2 . 請 求項 は、有意義 な国際調査 をす るこ とがで き る程度 まで所 定 の要件 を満 た してい
ない 国際 出願 の部分 に係 るものであ る。 つ ま り、

3 . 請 求項 は、従属請 求 の範 囲で あって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及 び第 3文 の規定 に
従 って記載 され てい ない。

第 欄 発 明の単一性 が欠如 してい る ときの意見 （第 1 ペー ジの 3 の続 き）

次 に述ぺ るよ うに この国際 出願 に二以上 の発 明があ る とこの国際調 査機 関は認 めた。

(特別ペ ージ）に続 く

1 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 をすベ て期 間内に納付 し力：ので、 この国際調査報告 は、すべ ての調査可能 な請求
項 につい て作成 した。

2 . . 追加 調査 手数料 を要 求す るまで もな く、すべ ての調査 可能 な請 求項 につ い て調 査す るこ とがで きたので、追加調
查手数料 の納付 を求 めなか った。

3 . 出願 人 が必要 な追加 調 査手数料 を一部 のみ しか期 間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告 は、手数料 の納
付 の あった次 の請求項 のみ につ いて作成 した。

4 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 を期 間内に納付 しなか つ 力：ので、 この国際調査報告 は、請 求の範 囲の最初 に記載
され てい る発 明 に係 る次 の請求項 につい て作成 した。

追加調 査手数料 の異議 の 申立 てに関す る注意

追加 調査 手数料及 び 、該 当す る場合 には、異議 申立手数料 の納付 と共 に、 出願 人 か ら異議 申立てがあった。

追加 調 査 手数料 の納付 と共 に出願 人 か ら異議 申立てが あつたが、異議 申立手数料 が納付命令 書 に示 した期 間

内に支払 われ なか った。

追加 調査 手数料 の納付 はあったが、異議 申立て はなか つた。

様 式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 1 ペー ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 0 6 8 0 9

請求の範囲に記載されている一群の発明が単一性の要件を満たすには、その一群の発明を単
一の一般的発明概念を形成するように連関させるための、特別な技術的特徴の存在が必要であ
るところ、請求項 1-1 1 に記載されている発明は、請求項 1 に記載された事項でのみ連関して
いると認める。

しかしながら、この事項は、先行技術文献、例えば、W0 2004/088779 A1 (本田技研工業株
式会社）2004. 10. 14, 明細書第 6 頁第 19-26 行，第 7 頁第 16-20 行，第 8 頁第 4-8 行，図 4、
JP 2002- 25587 A (本田技研工業株式会社）2002. 0 1. 25，[0020] , [0030] , 図 11、JP 2007- 66766
A ( ョ産自動車株式会社）2007. 03. 15，[0059] ，[006 1] , 図 1C 等、に記載されているため、特
別な技術的特徴とはなり得ないことは明らかである。
そうすると、請求項 1-1 1 に記載されている一群の発明の間には、単一の一般的発明概念を

形成するように連関させるための、特別な技術的特徴は存在しないから、請求の範囲に記載さ
れている一群の発明は発明の単一性の要件を満たしていない。

式P C T / I S A / 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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